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１．公共施設の更新問題 

我が国では、昭和 30 年代からの高度経済成長期において、急激な人口増加を背景に、多くの公

共施設（建築物）が整備されてきましたが、現在、これらの公共施設の老朽化が進み、今後集中し

て必要となる施設の維持・改修などにかかる多額の費用確保が課題となっています。このような状

況を「公共施設の更新問題」といい、全国的に自治体共通の課題となっています。 

公共施設は身近な市民活動の拠点として、長く多くの市民の皆さんに親しまれていますが、人口

減少や少子高齢化の進行、また東日本大震災以降の防災意識の高まりの中、将来の行政ニーズに応

じた適正な公共施設のあり方について、改めて見直さなければならない時期を迎えています。 

 

２．本市の公共施設再編への取り組み経緯 

本市では、次の世代に過大な負担を残さない公共施設のあり方（維持・管理・運営）について、

平成 18 年度より「公共施設再編の全市的配置計画検討会」（庁内組織）を設置し取り組んできま

した。平成 21 年度には公共施設白書作成の取り組みを開始し、「施設白書研究会」に参加し、他

自治体とともに研究を進めてきました。 

それらの取り組みを経て、平成 24 年 3 月に本市が保有している公共施設について、その機能や

配置状況、利用状況や稼働状況、また施設運営に要する経費や施設の老朽化度合などについて実態

を把握し、市民の皆さんにも公共施設の現状を知っていただくための「鎌倉市公共施設白書」を作

成し、同年、維持保全システムも構築し、建物データの収集の基盤整備を始めました。 

平成 24 年 4 月以降、「公共施設再編推進担当」を設置するとともに、10 月には識者などで構

成される「鎌倉市公共施設再編計画策定委員会」（外部組織）を立ち上げ、「鎌倉市公共施設再編計

画」の骨子となる基本方針の策定を進めてきました。 

図表 公共施設再編についての主な取り組み経緯 

平成１８年 公共施設再編の全市的配置計画検討会設置（庁内組織） 

平成２１年 公共施設白書作成への取り組み開始 

平成２２年 施設白書研究会参加（入間市、取手市、武蔵野市） 

平成２３年７月 鎌倉市公共建築物耐震対策に関する基本方針策定 

平成２４年３月 
鎌倉市公共施設白書作成 

維持保全システム構築 

平成２４年４月 
経営企画部経営企画課公共施設再編推進担当設置 

（白書の詳細分析など再編計画策定への取り組みを本格開始） 

平成２４年１０月 鎌倉市公共施設再編計画策定委員会設置（外部組織） 

 

 

※公共施設：本方針における「公共施設」とは、地方自治法第２３８条第４項に規定された行政財産（普通地方公 

共団体において公用又は公共用に供し、又は供することと決定した財産）である建築物。 

※維持保全システム：建築物に関するデータを一元管理するためのシステム。 

※施設白書研究会：公共施設の有効活用を進める上で基本情報となるコストパフォーマンスの実態把握、また、そ 

れらが分りやすく可視化された施設白書づくりを目標として、平成 22 年 4月にスタートした研

究会。 

Ⅰ．鎌倉市公共施設再編計画基本方針策定の背景 

※ 

※ 

※ 
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３．基本方針策定の目的 

本市では、昭和 30 年代から 40 年代にかけて大規模な宅地開発

が行われ、集中的な人口増加と共に公共施設の建設が行われてきま

した。全国的にみても、本市の公共施設は老朽度が比較的高いと言

え、大規模改修や建て替えが急務となっています。本来するべき改

修を行わなければ、施設の老朽化が進行して、安心して使用できな

くなりますが、現下の厳しい財政状況の中では、全ての施設を維

持・更新することは、困難な状況にあります。 

このため、公共施設再編計画の骨子となる「公共施設再編計画基

本方針」を策定した上で、施設の適切な規模とあり方を検討し、公

共施設のマネジメントを推進することにより、次世代に過大な負担

を残さない、効率的・効果的な市政運営の実現に取り組むことを目

的とします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

鎌倉市 全国平均

６６％

４３％

鎌倉市 全国平均

６６％

４３％

公共施設（建築物）
築３０年以上の割合

※全国平均：総務省「公共施設及びイ

ンフラ資産の将来の更新費用の比

較分析に関する調査結果」参照 

図表 公共施設(建築物)の老朽度 

※ 
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１．施設の現状と課題 

【ポイント】 

本市では、約 39 万㎡、市民 1人当たり床面積で約 2.23 ㎡/人の公共施設を保有している。 

昭和 56 年以前の旧耐震基準施設が全体の約 63％と老朽化が進行した施設が多い。 

 

本市が保有する建物の延床面積 38 万 9,506 ㎡のうち、旧耐震基準で建設された建物は 24 万

7,305 ㎡（63％）、新耐震基準で建設された建物は 14 万 2,201 ㎡（37％）となっています。 

これを築年別にみると、一般的に建物の寿命とされる築 30 年以上の建物は約 25.8 万㎡と全体

の約 66％を占めています。 

また、建物用途別にみると学校施設の延床面積が最も多く、公共施設全体の約 44％、その他で

は、供給処理施設が約 16％、市民文化系施設が約 9％、行政系施設が約 7％を占めています。 

 

図表 築年別整備状況（平成 22 年度） 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※耐震基準：建物等の構造物の最低限度の耐震能力を示す基準。現行の耐震基準（新耐震基準）は昭和 56 年 6 月 1日に

施行された基準。 

Ⅱ．公共施設を取り巻く本市の現状と課題 

※出典：鎌倉市公共施設白書 

※ 
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2.23㎡/人
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（37％）
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用途 延床面積 構成比 用途 延床面積 構成比

学校教育系施設
小学校、中学校

169,587㎡1 43.5 ％ 保健・福祉施設 13,085㎡1 3.4 ％

幼児・児童、子育て支援施設 11,383㎡1 2.9 ％ 行政系施設 27,702㎡1 7.1 ％

社会教育系施設 11,081㎡1 2.8 ％ 市営住宅 26,716㎡1 6.9 ％
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産業系施設 4,449㎡1 1.1 ％ 合計 389,506㎡# 100.0％

（年度）

延床
面積
（㎡）
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■ 公共施設の耐震状況 

この旧耐震基準で整備された建物のうち約 38％が耐震化未実施のもので、これは市全体の建物

の約 24％に当たります。 

建物延床面積の約 4 割を占める学校施設の耐震安全性の確保について、小中学校 25 校の校舎及

び体育館の耐震化状況は、全 108 棟のうち 102 棟について耐震化が実施済です。平成 23 年 4

月 1 日時点で、耐震化率は 94.4％です。市立小学校 16 校における対象施設について、全て耐震

化済で、唯一耐震化が未実施の大船中学校については、建て替えを予定しています。 

また、学校を除く施設で、旧耐震基準で建設された建物は約 11.3 万㎡（29％）です。一部の

保育園や消防施設などで耐震補強工事を実施していますが、一部の保育園や市営住宅など、耐震に

対する課題がある建物もあります。 

 

図表 公共施設の耐震状況（平成 22 年度） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※出典：鎌倉市公共施設白書 
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２．人口の現状と課題 

【ポイント】 

平成 10 年以降微増傾向となっていたが、平成 26 年をピークに減少が予測されている。 

５地域別の将来予測では、急激な人口減少地域と微増地域とで地域によって状況が異なる。 

 

■ 人口推移及び将来予測 

平成 10 年以降微増傾向となっていますが、平成 23 年度本市将来人口推計（※）によると、本

市の総人口は、平成 26 年に約 17 万 4 千人でピークを迎え、平成 42 年には約 16 万 3 千人に

なると推計されています。 

年齢３区分別にみると、高齢者人口の割合が平成 22 年実績値の 27.2％から平成 42 年には

30.6％へと増加、内訳としては前期高齢者人口（65 歳～74 歳）の割合が 14％から 12％に微

減する一方、後期高齢者人口（75 歳以上）の割合が 13％から 19％に増大すると推計されていま

す。 

生産年齢人口割合は平成 22 年 1 月 1 日実績値の 60.6％から平成 42 年には 59.5％に微減す

ることが予測され、特に 30～44 歳の減少が大きいという推計結果となっています。高齢者人口

の割合は、30％で推移します。 

また、平成 22 年から平成 27 年にかけて前期高齢者と後期高齢者の人口が逆転し、要介護高齢

者の比率が高まる後期高齢者人口が増加することが予想されます。 

 

図表 年代別人口の将来推計 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※出典：平成 24 年 3 月 鎌倉市将来人口推計調査 
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■ 地域別の人口推移 

平成 12 年から平成 22 年までの 10 年間の、地域ごとの人口動向の特色を見ると、鎌倉地域が

横ばいから増加に転じています。一方、腰越地域は、人口流出傾向が強まっています。深沢地域は、

企業社宅などが多く立地していましたが、景気後退期に入って人口減少が続き、その後減少傾向は

鈍化しています。大船と玉縄地域については、土地利用転換によるマンション建設などのため、近

年人口が増加しています。特に玉縄地域では平成 11 年以降、人口増加が続いています。 

平成 42 年頃までの地域ごとの将来人口推計に基づく予想としては、大船地域がしばらく人口増

加が続くと予想されるのに対し、鎌倉、深沢、玉縄地域はほぼ横ばいで、腰越地域では人口が減少

していくものと考えられます。 

 

図表 地域別の過去 10 年間人口変化 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：平成 12 年、22 年住民基本台帳 

図表 地域別の将来 20 年間の人口推計 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

鎌倉地域

腰越地域

深沢地域

大船地域

玉縄地域

＋1,787人（＋3.8％）

－572人（－2.2％）

＋328人（＋1.0％）

＋2,556人（＋6.4％）

＋2,739人（＋12.1％）

過去10年間（平成12～平成22年度）の人口変化（％）

10.1～ （％）

5.1～10.0 （％）

0.1～ 5.0 （％）

- 5.1～ 0.0 （％）

-10.1～-5.0 （％）

-15.1～-10.0（％）

-20.1～-15.0（％）

-25.1～-20.0（％）

凡例

地域

人口増減（増減％）

平成12 年 平成22 年

22,725 人 25,464 人

高齢者人口

（65才～）

生産年齢人口

（15～65才）

年少人口

（0～14才）

玉縄地域

13.3% 14.0%

14.5% 22.3%

72.2% 63.7%

平成12 年 平成22 年

22,725 人 25,464 人

高齢者人口

（65才～）

生産年齢人口

（15～65才）

年少人口

（0～14才）

玉縄地域

13.3% 14.0%

14.5% 22.3%

72.2% 63.7%

平成12 年 平成22 年

40,108 人 42,664 人

高齢者人口

（65才～）

生産年齢人口

（15～65才）

年少人口

（0～14才）

大船地域

11.0% 11.7%

18.6% 24.2%

70.4% 64.1%

平成12 年 平成22 年

40,108 人 42,664 人

高齢者人口

（65才～）

生産年齢人口

（15～65才）

年少人口

（0～14才）

大船地域

11.0% 11.7%

18.6% 24.2%

70.4% 64.1%

平成12 年 平成22 年

34,301 人 34,629 人

高齢者人口

（65才～）

生産年齢人口

（15～65才）

年少人口

（0～14才）

深沢地域

12.0% 12.4%

18.4% 26.7%

69.6% 60.8%

平成12 年 平成22 年

34,301 人 34,629 人

高齢者人口

（65才～）

生産年齢人口

（15～65才）

年少人口

（0～14才）

深沢地域

12.0% 12.4%

18.4% 26.7%

69.6% 60.8%

平成12 年 平成22 年

26,386 人 25,814 人

高齢者人口

（65才～）

生産年齢人口

（15～65才）

年少人口

（0～14才）

腰越地域

23.7% 31.2%

65.7% 58.0%

10.6% 10.9%

平成12 年 平成22 年

26,386 人 25,814 人

高齢者人口

（65才～）

生産年齢人口

（15～65才）

年少人口

（0～14才）

腰越地域

23.7% 31.2%

65.7% 58.0%

10.6% 10.9%

平成12 年 平成22 年

46,635 人 48,422 人

高齢者人口

（65才～）

生産年齢人口

（15～65才）

年少人口

（0～14才）

鎌倉地域

9.4% 11.4%

24.9% 29.5%

65.7% 59.1%

平成12 年 平成22 年

46,635 人 48,422 人

高齢者人口

（65才～）

生産年齢人口

（15～65才）

年少人口

（0～14才）

鎌倉地域

9.4% 11.4%

24.9% 29.5%

65.7% 59.1%

将来20年間（平成22～平成42年度）の人口変化（％）

－1,634人（－3.4％）

－4,014人（－15.6％）

－1,476人（－4.3％）

＋511人（＋1.2％）

－997人（ －3.9％）

鎌倉地域

腰越地域

深沢地域

大船地域

玉縄地域

10.1～ （％）

5.1～10.0 （％）

0.1～ 5.0 （％）

- 5.1～ 0.0 （％）

-10.1～-5.0 （％）

-15.1～-10.0（％）

-20.1～-15.0（％）

-25.1～-20.0（％）

凡例

地域

人口増減（増減％）

平成22 年 平成42 年

48,422 人 46,788 人

高齢者人口

（65才～）

生産年齢人口

（15～65才）

年少人口

（0～14才）

鎌倉地域

11.4% 11.1%

59.1% 59.0%

29.5% 29.9%

平成22 年 平成42 年

48,422 人 46,788 人

高齢者人口

（65才～）

生産年齢人口

（15～65才）

年少人口

（0～14才）

鎌倉地域

11.4% 11.1%

59.1% 59.0%

29.5% 29.9%

平成22 年 平成42 年

25,814 人 21,800 人

高齢者人口

（65才～）

生産年齢人口

（15～65才）

年少人口

（0～14才）
10.9% 11.2%

58.0% 55.7%

31.2% 33.0%

腰越地域

平成22 年 平成42 年

25,814 人 21,800 人

高齢者人口

（65才～）

生産年齢人口

（15～65才）

年少人口

（0～14才）
10.9% 11.2%

58.0% 55.7%

31.2% 33.0%

腰越地域

平成22 年 平成42 年

34,629 人 33,153 人

高齢者人口

（65才～）

生産年齢人口

（15～65才）

年少人口

（0～14才）

26.7% 30.8%

12.4% 10.0%

60.8% 59.1%

深沢地域

平成22 年 平成42 年

34,629 人 33,153 人

高齢者人口

（65才～）

生産年齢人口

（15～65才）

年少人口

（0～14才）

26.7% 30.8%

12.4% 10.0%

60.8% 59.1%

深沢地域

平成22 年 平成42 年

42,664 人 43,175 人

高齢者人口

（65才～）

生産年齢人口

（15～65才）

年少人口

（0～14才）

24.2% 26.1%

11.7% 10.5%

64.1% 63.4%

大船地域

平成22 年 平成42 年

42,664 人 43,175 人

高齢者人口

（65才～）

生産年齢人口

（15～65才）

年少人口

（0～14才）

24.2% 26.1%

11.7% 10.5%

64.1% 63.4%

大船地域平成22 年 平成42 年

25,464 人 24,467 人

高齢者人口

（65才～）

生産年齢人口

（15～65才）

年少人口

（0～14才）

22.3% 29.7%

14.0% 9.8%

63.7% 60.6%

玉縄地域

平成22 年 平成42 年

25,464 人 24,467 人

高齢者人口

（65才～）

生産年齢人口

（15～65才）

年少人口

（0～14才）

22.3% 29.7%

14.0% 9.8%

63.7% 60.6%

玉縄地域

出典：平成 24 年 3 月 鎌倉市将来人口推計調査 
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３．財政の現状と課題 

【ポイント】 

経費の抑制努力を上回る市税収入等の減少や債務残高、扶助費等の増加が続き、財政の硬

直化が進んでいる。 

 

本市の平成 22 年度の普通会計の歳出は、594 億円です。 

人件費は減少傾向、扶助費は増加傾向にあり、歳出トータルでは増加傾向にありますが、義務

的経費（人件費・公債費・扶助費）が、平成 13 年度 265 億円から平成 22 年度 296 億円で微

増しており、特に扶助費は、平成 13 年度の約 2.5 倍と財政の硬直化が進行しています。 

図表 財政状況（歳出の推移）（平成 22 年度） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成 22 年度の投資的経費は、用地取得費の影響で例年より高く約 91 億円ですが、過去 10 年

間、概ね 50 億円/年～７0 億円/年で推移してきました。平成 20 年度から平成 22 年度の投資的

経費のうち、公共施設にかけた費用は平均で 20.2 億円/年でした。 

また、今後も史跡の公有地化や、都市基盤の整備事業などにも財源を必要としており、投資的経

費の増加を市債等によって賄えば、財政の健全性低下を招くことから、新たな事業費の確保が困難

な状況となりつつあると言えます。 

図表 財政状況（投資的経費の推移）（平成 22 年度） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
※扶助費：社会保障制度の一環として支給される費用。生活保護法・児童福祉法・老人福祉法などの法令に基づくもの

のほか、乳幼児医療の公費負担など市の施策として行うものも含まれる。 

※普通会計：予算・決算書上の会計区分とは若干異なり、自治体間の財政状況を比較・分析できるようにするために総

務省が統一的な基準を定めて作られた会計区分。 

※投資的経費：その支出の効果が資本の形成のためのものであり、将来に残る施設等を整備するための経費。普通建設

事業費など。 

5 億円

47 億円

15 億円

24 億円

91 億円

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

8,000

9,000

10,000

平成13 平成14 平成15 平成16 平成17 平成18 平成19 平成20 平成21 平成22 （年度）

（百万円）

その他

用地取得費

インフラ

公共施設

投資的経費

平成22年度
91億円

概ね 50～70 億円/年で推移 

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

60,000

70,000

平成13 平成14 平成15 平成16 平成17 平成18 平成19 平成20 平成21 平成22（年度）

（百万円）

貸付金等

繰出金　

公債費

投資的経費

補助費等

維持補修費

物件費

扶助費

人件費　

平成22年度
594億円

35 億円
70 億円
54 億円
91 億円
20 億円
2 億円

80 億円
95 億円

146 億円

（建築物） 

20.2 億円/年

※ 

※ 

※ 
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４．将来の更新コスト試算 

【ポイント】 

今後 40 年間に必要な更新コストを試算すると、40 年間で約 2,237 億円（年平均約 56 億円）

必要になり、直近 3年間（平成 20 年度～平成 22 年度）の公共施設の投資的経費の平均の

約 2.8 倍のコストが必要になる。 

本市の公共施設は、都市化が急速に進んだ昭和 35 年～62 年にかけて建設された施設が多く、

建物の安全性の確保、大規模改修、建て替え等に、今後、莫大なコストを要することが予測されま

す。 

そこで、（財）自治総合センターの試算ソフトにより一定の条件を想定して築年別整備状況に合

わせて、今後 40 年間（平成 23 年度～62 年度）に必要なコスト試算を行った結果、次のとおり

直近 3 年間（平成 20 年度～平成 22 年度）の投資的経費の平均を大きく上回る結果となり、現状

の財政状況では、全ての施設の改修や建て替えの実施が困難であることは明確となりました。この

まま現在の公共施設全てを保有し続けた場合、20 年後の平成 42 年度には、築 30 年以上を経過

する建物が全体の約 91％に増加し、現状の施設環境よりさらに悪化することが考えられます。 

図表 公共施設（建築物）の将来の更新コスト試算（平成 23 年度を基準として試算） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※更新コスト：建物を維持していくために必要な費用のことで、軽微な補修等の修繕費や用途転換等も可能な大規模改

修、建て替えなど施設の更新に要する費用のこと。 
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維持補修 学校教育系施設 市営住宅 普通財産

その他 供給処理施設 公園 行政系施設

幼児・児童 保健・福祉施設 子育て支援施設 産業系施設

ｽﾎﾟｰﾂ・ﾚｸﾘｴｰｼｮﾝ系施設 社会教育系施設 市民文化系施設 維持補修

施設（既存） 施設（新規） 用地取得費 その他

その他

公共施設投資的経費
（新規）

40年間（平成23～62年度）の
更新費用総額

2,236.6億円

年平均更新費用の試算

既存更新分及び新規整備分の
55.9億円

2.8倍

直近3年（平成20～22年度)平均
公共施設投資的経費
既存更新分及び新規整備分

20.2 億円

公共施設投資的経費
（既存）

用地取得費

既存更新分
及び新規整備分
（直近3年間の平均）

年平均更新費用
の試算結果平均

（年度）

（年度）

整
備
方
式
別

施
設
用
途
別

億円

大規模修繕積み残し

大規模修繕

修繕費

建替え

現状までのストック

39.0万㎡

（ ）

（ ）

※ 
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■ 新規事業等を含めた将来の更新コスト試算 

平成 24 年度以降に実施が予定（一部実施済）されている新規事業等の事業費は、概算で合計約

30 億円です。 

新規事業等を含めた、今後 40 年間に必要な更新コストは、約 2,267 億円（年平均約 57 億円）

となります。 

図表 公共施設（建築物）の将来の更新コスト試算（新規事業等含む） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■ 公共施設とインフラ 

公共施設の更新問題を考える際、建築物のみならず、インフラ（道路、橋りょう、下水道）の維

持管理についても考慮していく必要があります。次頁では、参考にインフラの将来コストを試算し

ていますが、建築物とは性質が異なるものであることから、この基本方針とは別に、将来のインフ

ラのあり方については対応することとします。 

 

 

 

 

 

 

 

※インフラ：公共施設のうち、都市活動を支える道路・橋りょうなどの交通施設や公園、上下水道などの施設の総称。
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Ｈ24 Ｈ25 Ｈ26

2.7億円 3.9億円 3.1億円

40年間（平成23～62年度）の
更新費用総額

2,266.9億円

年平均更新費用の試算

既存更新分及び新規整備分の
56.7億円

2.8倍

直近3年（平成20～22年度)平均
公共施設投資的経費
既存更新分及び新規整備分

20.2 億円

既存更新分
及び新規整備分
（直近3年間の平均）

年平均更新費用
の試算結果平均

（年度）

大規模修繕積み残し

大規模修繕

修繕費

建替え
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投資的経費（新規）

公共施設
投資的経費（既存）

用地取得費

新規を含めたストック

39.4万㎡

（ ）

大船中学校
更新（改築）時期補正

約

※ 
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（参考）図表 インフラ（道路・橋りょう・下水道）将来の更新コスト試算 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
      

 

（参考）図表 新規事業等・インフラ（道路・橋りょう・下水道）を含めた将来の更新コスト試算 
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88.6億円

3.0倍
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（公共建築＋インフラ）
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＜（財）自治総合センター試算ソフトの試算条件＞ 

■ 公共建築 

１） 耐用年数の設定 

目標耐用年数 60年（日本建築学会「建築物の耐久計画に関する考え方」） 

２） 更新年数の設定  

 建設時より30年後に大規模改修を行い、60年間使用して建て替え 

 現時点で、建設時より31年以上、60年未満の施設については、今後10年間で均等に大規模改

修を行うと仮定 

 現時点で、建築時より61年以上経過しているものは、建て替えの時期が近いので、大規模改

修は行わないと仮定 

３） 建て替え、大規模改修時の単価設定（※建て替えについては、解体費含む。） 

 建て替え 大規模改修 

市民文化系・社会教育系・行政系施設等 ４０ 万円/㎡ ２５ 万円/㎡ 

スポーツ・レクリエーション系施設等 ３６ 万円/㎡ ２０ 万円/㎡ 

学校教育系、子育て支援施設等 ３３ 万円/㎡ １７ 万円/㎡ 

公営住宅 ２８ 万円/㎡ １７ 万円/㎡ 

※単価は、先行して試算に取り組んでいる地方自治体の調査実績や設定単価等を基に総務省が設定 

４） 全施設対象 毎年老朽箇所の修繕を実施 ３千円／㎡×施設面積 

 

■ インフラ 

１） 道路（橋りょうも含む） 

全整備面積を 15 年で割った面積の舗装部分を毎年度更新していくと仮定。 

一般道路 ４，７００ 円/㎡

自転車歩行者道 ２，７００ 円/㎡

 

２） 下水道（雨水・汚水・下水道処理施設等含む） 

下水道管は、整備した年度から法定耐用年数 50 年を経過した年度に更新すると仮定する。なお、

整備年度不明の更新費用については、昭和 25 年～昭和 40 年の 16 年間に均等計上している。 

耐用年数が既に経過している下水道管については、試算した年度から5年間で均等に更新すると

仮定する。 

下水道処理施設は、建築物とプラント部分の一部を一体として更新すると仮定し、建築物の耐

用年数を 60 年に統一して試算する。 

管種別 コンクリート管、塩ビ管等 １２．４ 万円/㎡

 更生管 １３．４ 万円/㎡

 

 



 12

１．対象施設 

本市が保有し、又は借り上げている施設を対象とします。 

【市民利用施設】 【行政系施設】 

 生涯学習センター 

 学校教育施設 

 子育て支援センター 

 福祉センター 

 図書館 

 保育園 

 青少年施設 

 市営住宅   等 

 市役所・支所 

 消防施設    等 

 

用途としては、庁舎・支所・出張所、図書館、公民館その他社会教育施設、コミュニティ施設、

小・中学校、保育園・幼稚園、児童館・児童クラブ、体育施設、観光交流施設、福祉センター、高

齢者施設、隣保館、消防施設等を対象とします。 

なお、供給処理施設、文化財、公衆便所等の本再編計画に馴染まない施設には原則対象外としま

すが、これらについても更新などの際は、その他の対象施設と複合化するなど、本方針の考え方に

沿って整備することを検討することとします。 

 

２．公共施設マネジメントの必要性 

本市では、昭和 30 年代から 40 年代にかけての集中的な公共施設の整備の結果、老朽化が顕著

となっており、また津波浸水予想エリア内に立地する施設への早急な対応の検討も必要となってい

ます。さらには、少子高齢化が進行し、新たな公共施設ニーズが求められています。財政状況では、

公共施設にかけられる財源が不足しており、現状予算で適正な維持管理を行うためには、単純計算

では施設を約 65％削減しなくてはならず、このままの状況では老朽化がさらに進行し、安心して

施設が使用できなくなり、行政サービスの低下を招く恐れがあります。 

そのため、今後は、公共施設を通じ単に事業運営を継続するのではなく、公共施設を資産ととら

え、経営へと転換していく、公共施設マネジメントを行う必要があります。 

 

３．マネジメントの大方針 

公共施設マネジメントの実現のために、基本理念となるマネジメントの大方針を掲げます。 

あらゆる施策・手法を総動員した課題改善へ向けたマネジメントの実現 

施設の複合化や集約化による面積総量圧縮だけでなく、運営方式の見直しや類似業務の集約化、

事務事業の見直し等による運営コストの削減等を含めて、多角的かつ横断的に改善検討を行い、全

庁を挙げて課題解決に取り組みます。 

 

公共施設を資産ととらえ、活用にあたり効率性を追求するマネジメントの実現 

本市の公共施設は、行政コストの面からも保有する資産の面からも、非常に大きな比重を占めて

います。従って、公共施設を資産と位置付け有効活用することにより、公共サービスのパフォーマ

ンスをさらに上げていくことが可能になります。そのために、施設の複合化、多機能化の促進や共

用化の促進、学校施設の有効活用を行います。 

Ⅲ．公共施設再編計画基本方針 

※公共施設マネジメント：公共施設の更新問題の他、人口状況や財政状況等を含めて、市が抱える問題・課題を定量的

に把握・分析し、実態を明らかにするとともに、今ある資源・資産を最大限有効活用して、

コスト削減と行政サービスの維持・向上の両立を図る一体的な取り組みのこと。 

※行政財産：市が行政サービスを行うことを目的として保有している財産（土地・建物）。 

※事務事業：市が施策目的を実現するための日々の業務。 

※ 

※ 
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４．公共施設マネジメントの３原則 

（１）行政サービス提供のあり方の大幅な見直し 

現下の厳しい財政状況の中では、計画的に財源を確保した上で、他の施策への影響も考慮しなが

ら施設の更新を進める必要があります。 

公共施設白書で運営状況を調査した各施設の運営コストの総計は、平成 22 年度実績で約 320

億円になり、歳出全体（594 億円）の約 54％を占めています。内訳は、人件費 25％、物件費

13％、維持補修費 0.4％、投資的経費 15％などで、運営コストの 7 割以上は、固定費である人

件費と物件費に費やされています。本市では、新たな歳入確保や、人件費、物件費などの行政コス

トの削減にも取り組んでいますが、一律的なコスト削減だけでは、行政サービスの低下を招く恐れ

もあります。そのためには、今後の行政サービスのあり方及び公共施設についての全体方針を策定

した上で、優先度に応じ限られた予算を適正に配分した、効果的な施策を進めていく必要がありま

す。 

行政サービス提供のあり方の見直し方策としては、公共施設を資産ととらえ、施設と行政サービ

スを行う機能を分離して考え、複合化（集約化）、多機能化、ＩＴ活用の促進等総合的な改善によ

る効率化や地域ごとの施設のあり方を見直し、相互利用、共同運用による資産の有効活用等が考え

られます。 

また、既に進行中の新規施設整備事業等についても、公共施設再配置の全体的視点から、適宜位

置付けを再検討する必要があります。 

そして、コスト削減と行政サービスの維持・向上の両立を図るには、市民が期待する公共施設の

役割や機能を、時代の変化に対応しそれぞれの地域に合った形に変えながら、市が整備・運営する

公設・公営の発想の転換を図り、運営の市民、民間事業者等へのアウトソーシングの促進や民間ノ

ウハウや活力の活用による効率化、サービス水準の維持・向上を図ることが必要です。 

 

図表 公共施設マネジメントのあり方  

●これからの公共施設マネジメントのあり方 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

人件費

25%

物件費

13%

維持補修費

0.4%

投資的経費

15%

扶助費

16%

補助費等

3%

公債費

9%

繰出金

12%

貸付金等

6%

ス
ト
ッ
ク
情
報

平成22年度歳出 594億円 市が保有する財産内訳

施設の運
営にかかる
歳出は
約５４％を
占める

施設の運
営にかかる
歳出は
約５４％を
占める

146億円
70億円

54億円

95億円
80億円

15%（91億円）

コ
ス
ト
情
報

歳出総額
594億円

土地
380.3万㎡
建物
40.4万㎡

公共施設
(24億円)

公用財産

土地

9.4%

公用財産

建物

7.6%

公共用財産

土地

67.5%

公共用財産

建物

10.6%

普通財産

土地

4.3%

普通財産

建物

0.4%

行政サービスを
行う財産は市の
財産の過半を
占める。

行政サービスを
行う財産は市の
財産の過半を
占める。

 本市の公用、公共用財産土地・公共財産、公共用財産建築物は、本市の財産の大半を占め、その中で行われている行

政サービスにかかる支出（人件費・物件費・投資的経費等）は、歳出の約 54％を占めています。  

 本市の現状を踏まえ、市民ニーズに適合した行政サービスの提供、質の向上を限られた財源の中で実現させていくに

は、このコストとストックの両面において、総合的、横断的に計画、運営する必要があります。 
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（２）財政と連動した適切な施設保全 

本市の公共施設は、行政コストの面からも保有する資産の面からも、非常に大きな比重を占めて

います。従って、これらを有効活用することにより、公共サービスのパフォーマンスをさらに上げ

ていくことが可能になります。 

そのために、維持保全システムのデータを活用し、施設の劣化状況や施設重要度による財政制約

に基づいた大規模改修及び建て替えの優先順位付けを行い、財政負担の平準化等を図りながら公共

施設マネジメントを実行していく必要があります。総合的視点に基づく保全計画に、公共施設の有

効活用や複合化（集約化）等の改善策検討等、再編計画の具体なアイデアを組み込むことにより、

再編計画の実施を停滞させることなく、一定の合意形成のもとに施設の修繕・更新や有効活用を進

めることを可能とします。 

 

（３）市民が誇れる施設づくり 

本市は、歴史の街と山海の自然に囲まれた古都として、歴史的文化財・遺跡・社寺も点在し、鎌

倉の市街地は東・北・西の三方を山で囲まれ海に面しているなど、公共施設以外にも様々な魅力で

あふれています。すでに本市では、鎌倉駅及び北鎌倉駅周辺を中心とした市街地を対象に景観地区

を指定し、建築物の高さの最高限度と屋根・外壁の色彩等の制限を定めるなど景観に配慮した施設

づくりを進めていますが、今後も公共施設整備の際には、歴史や文化、景観に配慮した施設整備を

進める必要があります。 

また、少子高齢化や核家族化などにより市民ニーズが多様化、複雑化する一方で、地方分権が進

み、自治体は限られた財源を効率的に支出し、地域の特性を生かした、市民の信頼に応えるまちづ

くりを求められています。このような状況の中で、先駆性、専門性、柔軟性をもつ市民活動団体と

自治体が協働で事業を行うことは、市民サービスの向上や地域の課題解決などのために大きな効果

をもたらします。本市においては、地域に根ざした活動を行っている市民活動団体が数多く存在し、

協働の素地があると言え、市民力を活かした施設運営に取り組む必要があります。 
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４．削減目標について 

（１）現在の状況 

 現状は、公共施設 39.0 万㎡、市民 1 人当たり 2.23 ㎡/人を保有しており、市民 1 人当たりの

投資的経費額は約 1.2 万円/人です。今後の公共施設の維持・更新にかかるコストは、年平均 56.7

億円となる予測となっています。 

現状の保有面積（39.0 万㎡）を今後も維持した場合は、今後の更新費用が年平均で 56.7 億円

となるため、市民 1 人当たりの投資的経費額は約 3.3 万円（2.8 倍）に増加します。市民 1 人当

たり年間 2 万円も増額することになります。 

一方、現状の投資的経費（年平均 20.2 億円）を今後も維持した場合は、更新できる保有面積が

13.9 万㎡（0.80 ㎡/人）まで減少することになり、25 万㎡の施設が維持できなくなります。学

校 25 校全校合わせても約 17 万㎡ですので、相当の公共施設を廃止しなければならないこととな

ります。 

 

図表 公共施設整備のストーリー 
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（２）改善の視点 

 公共施設が抱える課題を解決するため、「（１）現状」で述べたようなストーリーは、行政サービ

ス面からも、また本市の財政面からも実際には不可能と言えます。そのため、公共施設を通して行

政サービスの見直しも行いながら、ありとあらゆる施策・手法を総動員して改善していく必要があ

ります。課題解決のためには、目標を設定する必要があります。ここでは、公共施設にかかるトー

タルコストに着目して、どのような目標設定が理論上可能なのか検証した上で、この基本方針の目

標値を設定することにしました。 

 

＜改善の視点Ⅰ＞ 

更新コストについて長寿命化・維持管理コストの見直しによる削減目標の設定を行います。○Ａ 長

寿命化については、公共施設白書で実施した更新コスト試算では、建て替え時期を建築後 60 年、

大規模改修実施時期を建築後 30 年と設定していましたが、今後は長寿命化による施設の延命化を

図ることとして、建て替え時期を建築後 70 年、大規模改修実施時期を建築後 35 年とし試算する

と、年平均 56.7 億円だった更新コストが年平均 50.9 億円となり、10.2％のコスト削減となりま

す。さらに、○Ｂ 維持管理コストについては、維持管理のあり方を見直し、例えばこれまでは事後

対応が中心であった修繕を、予防保全の考えを取り入れ修繕サイクルを設定して計画的かつ効率的

に実施する等改善を図ることで、全体（○Ａ +○Ｂ ）で約 15％のコスト削減が見込めると試算しまし

た。このことにより年間 48.2 億円までの削減効果が試算できます。 

 

図表 長寿命化による削減  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜改善の視点Ⅱ＞ 

次に、人口減少により増加する人口 1 人当たり延床面積（市保有面積）分を見直すとともに、有

効活用等により削減していく削減目標の設定を行います。 

平成 22 年時点で 17.4 万人ですが、20 年後の平成 42 年には 16.3 万人まで減少することが

予測されています。その場合、延床面積 39 万㎡では人口 1 人当たり面積が 2.39 ㎡/人まで増加

することになります。この人口減少に応じて増加していく人口 1 人当たり延床面積（市保有面積）

を見直し、有効活用等によって削減していくことと試算します。 

 

※長寿命化：建築物に求められる性能・機能を確保しながら、より長く施設を使用すること。 

※トータルコスト：人件費や事業費等の事業運営にかかるコストや光熱水費、各所修繕費等の施設にかかるコスト、減

        価償却相当額等、行政サービスにかかる全ての費用。 
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10年間

58.9億円/年

40年間の更新費用総額2,037.2億円（50.9億円/年）

建替え開始

※ 

※ 
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東洋大学が調査（平成 24 年 1 月調査）した人口１人当たりの公共施設延床面積の全国（数値を

公開している 981 市区町村）平均は 3.42 ㎡であり、人口規模別の人口１人当たりの延床面積の

最小値は、人口規模による差はあまりみられず、平均すると１.９５㎡/人です。 

本市の当面目標数値として、全

国の最小値平均である「１.９５㎡

/人」と設定すると、全体の保有量

は 31.8 万㎡となり、現状から約

1８.5％の面積削減が見込めると

試算しました。このことにより年

間 39.3 億円までの削減効果が試

算できます。 

 

＜改善の視点Ⅲ＞ 

最後に、改善の視点「Ⅱ」による延床面積（市保有面積）の削減によるトータルコストの削減と、

ＰＰＰ等の積極的な導入によるトータルコストの削減目標の試算を行います。 

公共施設白書で把握したトータルコストをもとに、改善の視点「Ⅱ」で算出した 18.5％面積を

削減することによるトータルコストの削減額を算出すると、年間 7.5 億円のトータルコストの削減

が試算できます。さらに、民間のノウハウ等を活用することにより、公共サービスの質的向上やコ

ストの削減が図られる施設については、ＰＰＰ（公民連携）等を活用し、積極的な導入により得ら

れたＶＦＭ（財政上の余力）をさらに将来の公共施設更新投資に充当していくと想定すると、年間

4.6 億円のトータルコストの削減が試算でき、合計すると年間 12.1 億円の削減効果が試算できま

す。 

図表 市保有面積削減及びＰＰＰ導入によるトータルコストの削減 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  
※ＰＰＰ：（Public Private Partnership）公共サービスの提供や地域経済の再生など何らかの政策 

目的を持つ事業が実施されるにあたって、官（地方自治体、国、公的機関等）と民（民間企業、ＮＰＯ、市

民等）が目的決定、施設建設・所有、事業運営、資金調達など何らかの役割を分担して行うこと。その際、

(1)リスクとリターンの設計、(2)契約によるガバナンスの 2つの原則が用いられていること。 

※ＶＦＭ：（Value For Money）ＰＦＩ事業における最も重要な概念の一つで、支払（Money）に対して最も価 

値の高いサービス（Value）を供給するという考え方のこと。ＶＦＭの評価は、ＰＳＣとＰＦＩ事業のＬＣＣ

との比較により行う。この場合、ＰＦＩ事業のＬＣＣがＰＳＣを下回ればＰＦＩ事業の側にＶＦＭがあり、

上回ればＶＦＭがないということになる。 

Ⅲ―①による削減効果 Ⅲ―②による削減効果 

Ⅱの の更新コストは、４９.８億円/年３１.８万㎡

施設の更新時にＰＰＰ手法を導入して施設を更新
した場合（建替え費用×－１０％） ４７.４億円/年

（４９.８－４７.４＝２.４億円の削減）

●

更新時以降はＰＰＰ手法での維持管理及び運営を
行った場合（４０年分の削減効果） ６２.５億円/年

（６４.７－６２.５＝２.２億円の削減）

●

②削減額 計 －４.６億円

①＋②の削減額
－１２.１億円

平成22年 平成42年

人口

1人当たり面積

１７.４万人 人口

1人当たり面積

１６.３万人

延床面積
３９.０万㎡

延床面積
３１.８万㎡

２.２３㎡/人 １.９５㎡/人

市保有面積の削減
－１８．５％

Ⅱ人口減少による市保有面積の削減率１８．５％
より、トータルコストの削減額の試算

施設にかかるコスト

０.１８２億円 × １８.５％

事業運営にかかるコスト

（０.５４９億円－０.１０１億円） × （１８.５％×１/２）

＝ ４.１億円 の削減

＝ ３.４億円 の削減

54.9  49.8 

18.3 
14.9 

8.1 

8.1 

9.7 

9.7 
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39.0万㎡のﾄｰﾀﾙｺｽﾄ合計
（白書ベース）

施設の廃止、機能の
複合化等によるコスト削減

９０.９億円
８２.５億円

73.2
億円

64.7
億円

（億円）

図表 人口減少による市保有面積の削減 

※ 

※ 

①ﾄｰﾀﾙｺｽﾄの削減
計 －７.５億円
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（３）削減目標のまとめ 

以上の改善の視点「Ⅰ」「Ⅱ」「Ⅲ」を組み合せ、公共施設マネジメント実施することにより、公

共施設白書の更新コスト試算で算出した今後の更新費用年平均 56.7 億円/年を約 52％削減でき、

年平均更新コストが約 27.2 億円/年まで圧縮できると試算しました。 

27.2 億円/年については、20.2 億円/年に対して 7.0 億円/年不足しますが、平成 22 年度の公

共施設に関する投資的経費 24 億円/年の近似値でもあり、不足分は低未利用の市有地売却等によ

って補うなど、対応を図れるものと想定します。 

よって、今回、理論上可能と想定された試算をもとに、今後、公共施設マネジメントによるトー

タルコストの削減目標を 40 年間で５２％（長寿命化、維持管理コストの見直し、床面積の縮減、

ＰＰＰ等による）と設定します。 

 

図表 削減目標 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（４）削減目標の考え方 

削減目標は、公共施設にかかる約 52％のトータルコストの削減に関する試算を行っていますが、

必ずしも公共施設を 18.5％減らすというような数値ありきの目標ではありません。安全で適切な、

次の世代に過大な負担を残さない公共施設のあり方を考える公共施設再編計画の道しるべとなる

ものです。これを目標にして、今後の財政状況を踏まえた形で公共サービス水準の維持を目指しつ

つ、適切に公共施設を維持・管理・運営してく方法を、常に検討していくものです。 

 

Ⅰ～Ⅲを組合せて公共施設マネジメントを
実施することによる削減効果

公共施設ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ
による削減目標

約５２％削減

５６.７億円/年

２.８倍

２０.２億円/年 ２０.２億円/年

現状の公共施設を維持
した場合

公共施設マネジメント
による削減目標

１.３倍
２７. ２億円/年

●Ⅰ：１５.０％削減
５６.７億円⇒４８.２億円

●Ⅱ：１８.５％削減
４８.２億円⇒３９.３億円

●Ⅲ：１２.１億円削減
３９.３億円⇒２７.２億円
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Ⅰ＋Ⅱ＋Ⅲ の削減効果イメージ

40年間の更新費用総額1,088億円（27.2億円/年）

２０.２億円/年

２７.２億円/年

※ＮＰＯ：（Non Profit Organization）の略称で、様々な社会貢献活動を行い、団体の構成員に対し収益を分配するこ

とを目的としない団体の総称 

※ＰＳＣ：（Public Sector Comparator）の略称で、公共が自ら実施する場合の事業期間全体を通じた公的財政負担の見

    込額の現在価値をいう。提案されたＰＦＩ事業が従来型の公共事業に比べ、ＶＦＭが得られるかの評価を行

    う際に使用される。 

※ＰＦＩ：（Private Finance Initiative）の略称で、公共施設等の建設、維持管理、運営等を民間の資金、経営能力及

び技術的能力を活用して行う新しい手法。 

※ＬＣＣ：Life Cycle Cost のことで、プロジェクトにおいて、計画から、施設の設計、建設、維持管理、運営、修繕、

事業終了までの事業全体にわたり必要なコストのこと。 
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５．５つの取組方針（アクションプラン） 

 公共施設マネジメントの３原則を受け、削減目標を踏まえた５つの取組方針（アクションプラン）

を掲げます。 

 

（１）中長期的な視点からのマネジメントの実現とロードマップに沿った着実な推進 

○ 既に整備に向け計画的な取り組みが進められているものを除き、新規単独施設整備は行

わない。 

○ 既に進行中の新規施設整備事業についても、可能な限り、基本方針の考え方に沿ったも

のとする。 

○ 今後の財政推計や、人口減少と少子高齢化を踏まえ、本市が保有する施設にかかるトー

タルコストを約 52％削減する。（長寿命化、維持管理コストの見直し、床面積の縮減、

ＰＰＰ等による） 

○ 公共施設再編計画ロードマップに沿った、適切な事業の運営管理を行う。 

 

（２）施設を資産としてとらえた有効活用 

○ 公共施設を資産としてとらえ、施設の複合化（集約化）、多機能化など総合的な改善に

よる効率化とともに、遊休・余剰資産の売却も視野に入れた有効活用を図る。 

○ 施設の更新（大規模改修・建て替え）の際には、複合化、多機能化を原則とする。 

○ 特に公共施設の約 40％を占める学校施設を拠点とする。 

○ 津波浸水予測エリア内に立地する施設については、エリア外の施設との複合化や機能移

転等の検討を進めるとともに、津波発生時の避難対策の充実を図る。 

 

（３）市民・民間事業者との協働 

○ 民間事業者の資金やノウハウを活用して、施設の整備、更新、維持管理、運営をより効

率的かつ効果的に行う。 

○ 鎌倉らしい市民参画の工夫による管理運営方法の見直しなどを図る。 

○ 公共施設にかかる問題意識の共有化を図り、市民と協働で課題解決に取り組む。 

 

（４）全庁的な問題意識の共有と体制整備 

○ 施設データの管理・更新を行い、公共施設マネジメントや財産管理に総合的・戦略的に

取り組むための体制を整備する。（横断的な庁内施設管理専門部署の設置） 

○ 公共施設整備事業の実施に先立ち、公共施設マネジメントの観点で検証する事前協議制

度を導入し、整備内容の最適化を図る。 

 

（５）地域ごとの施設のあり方の見直し 

○ 現在の５つの行政地域にこだわらない、公共施設の適切な配置を行う。 

○ 将来的には、広域対応施設について、施設の相互利用や共同運用、サービスの連携、役

割分担等により効率化を図る。 

 



鎌倉市公共施設再編計画基本方針のまとめ

あらゆる施策・手法を総動員した 公共施設を資産ととらえ、基
 市民との危機意識の共有

【対象施設】

≪マネジメントの大方針≫  
市民利用施設
• 生涯学習センター ・図書館 あらゆる施策 手法を総動員した

課題改善へ向けたマネジメントの
実現

公共施設を資産 らえ、
活用にあたり効率性を追求する
マネジメントの実現

本
姿
勢

 市民との危機意識の共有

 課題・対応を先送りにしない
本市が保有し、
又は借り上げ
ている施設

• 学校教育施設 ・保育園
• 子育て支援ｾﾝﾀｰ ・青少年施設
• 福祉センター ・市営住宅 等
行政系施設

本庁舎 支所 消防施設 等

現状と課題 ５つの取組方針（ｱｸｼｮﾝﾌﾟﾗﾝ）

このままでは １１ 中長期的な視点からのマネジメントの実現とロ ドマ プに沿 た中長期的な視点からのマネジメントの実現とロ ドマ プに沿 た

• 本庁舎、支所 ・消防施設 等

人

口

このままでは・・・

財源不足のため、

• 全ての施設を維持、更新すること

１１ 中長期的な視点からのマネジメントの実現とロードマップに沿った中長期的な視点からのマネジメントの実現とロードマップに沿った
着実な推進着実な推進

• 既に整備に向け計画的な取組みが進められているものを除き、新規単独施設整備
行 な口

・

全ての施設を維持、更新すること
ができず、現状の予算で適正な維
持管理を行うためには、施設を約
65％減らさなくてはならない。

は行わない。
• 既に進行中の新規施設整備事業についても、可能な限り、基本方針の考え方に

沿ったものとする。
• 今後の財政推計や 人口減少と少子高齢化を踏まえ 市が保有する施設にかかる

ニ

ー●20年後の人口は、

人（約 ％）減少

何もしなければ、

• 今後の財政推計や、人口減少と少子高齢化を踏まえ、市が保有する施設にかかる
トータルコストを約52％削減する。（長寿命化、維持管理コストの見直し、床面
積の縮減、ＰＰＰ等による）

• 公共施設再編計画ロードマップに沿った、適切な事業の運営管理を行う。

あるいは、

ズ
• 1.1万人（約6％）減少
• 高齢化率が30％を超える
• 少子化率が10％を下回る

• 本来するべき修繕を行わなければ、
施設が老朽化して、安心して使用
できなくなる。

再編 、 切 事業 運 。

２２ 施設を資産としてとらえた有効活用施設を資産としてとらえた有効活用

• 公共施設を資産としてとらえ、施設の複合化（集約化）、多機能化など総合的な
改善による効率化とともに、遊休・余剰資産の売却も視野に入れた有効活用を図
る。

●20年後の施設は、

老朽化がさらに 公共施設マネジメント

施

• 施設の更新（大規模改修・建て替え）の際には、複合化、多機能化を原則とする。
• 特に公共施設の約40％を占める学校施設を拠点とする。
• 津波浸水予測エリア内に立地する施設については、エリア外の施設との複合化や

機能移転等の検討を進めるとともに 津波発生時の避難対策の充実を図る

進行し、現在保

有する施設(延床

面積39 5万㎡)の

公共施設マネジメント
の必要性

公共施設（建築物）を通じ単に事業運営を
継続するのではなく 資産ととらえ 経営施

設
３３ 市民・民間事業者との協働市民・民間事業者との協働

機能移転等の検討を進めるとともに、津波発生時の避難対策の充実を図る。面積39.5万㎡)の

97％が築30年

以上となる。

継続するのではなく、資産ととらえ、経営
へと転換していく必要がある。

公共施設マネジメント
の３原則

設

• 民間事業者の資金やノウハウを活用して、施設の整備、更新、維持管理、運営を
より効率的かつ効果的に行う

●津波浸水予想エ

リア内に立地す

●行政サービス提供のあり
方の大幅な見直し

より効率的かつ効果的に行う。
• 鎌倉らしい市民参画の工夫による管理運営方法の見直しなどをる。
• 公共施設にかかる問題意識の共有化を図り、市民と協働で課題解決に取り組む。

リア内に立地す

る施設への早急

な対応が必要

• 施設と機能の分離
• 公設、公営の発想転換 ４４ 全庁的な問題意識の共有と体制整備全庁的な問題意識の共有と体制整備

財

●財政と連動した適切な施
設保全

• 施設データの管理・更新を行い、公共施設マネジメントや財産管理に総合的・戦
略的に取り組むための体制を整備する。（横断的な庁内施設管理専門部署の設
置）

施 整備事業 実施 先立ち 施 ネジ 観点 検 す 事前

政●今後40年で公共施設の維持にかかる費用は

• 公共施設整備事業の実施に先立ち、公共施設マネジメントの観点で検証する事前
協議制度を導入し、整備内容の最適化を図る。

• 総合的視点による優先度に基づい
た大規模改修及び建て替え

• 効率的、効果的な施設運営
政

●市民が誇れる施設づくり

●今後40年で公共施設の維持にかかる費用は、
現状の施設を維持した場合、年平均56億円
必要で、毎年36億円の財源不足

５５ 地域ごとの施設のあり方の見直し地域ごとの施設のあり方の見直し

• 現在の５つの行政地域にこだわらない、公共施設の適切な配置を行う。• 歴史 文化 景観に配慮した施設
●今後、市の財源で投資的経費を確保するのも

厳しい

現在 行政地域 だわらな 、公共施設 適切な配置を行う。
• 将来的には、広域対応施設について、施設の相互利用や共同運用、サービスの連

携、役割分担等により効率化を図る。

• 歴史、文化、景観に配慮した施設
整備

• 市民力を活かした施設運営
20
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１．上位計画との関係 

厳しい財政状況の中で、横断的な視点から公共施設再編計画を策定し、着実に公共施設の再編を

実施していくためには、これまでのように、施設所管部局ごとで目的別に施設整備を進める方法で

は困難です。 

この公共施設再編計画基本方針は、本市の最上位計画である第 3 次鎌倉市総合計画次期基本計画

の前提となる計画の一つとして、新鎌倉行政経営戦略プランや都市マスタープラン、環境基本計画

に並ぶものと位置付けることとし、次期基本計画の策定作業と整合を図ることとします。 

この基本方針策定後、施設所管部局が定める施設整備や運営などに関する個別計画等については、

この基本方針との整合を図りながら、第３次鎌倉市総合計画次期基本計画・実施計画に位置付けた

上で、事業を実施することとします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 

Ⅳ．公共施設再編の進め方 

総合計画

第２期基本計画（～平成25年度）

次期基本計画（平成26～31年度

最上位計画

公共施設再編計画基本方針
（平成25年３月策定予定）

公共施設再編計画
（平成27～65年度）

（平成26年度策定予定）

新鎌倉行政経営

戦略プラン

（平成23～27年度）

※見直し中

都市マスタープラン

（平成27年度見直し予定）
環境基本計画連携

個別計画 個別
計画 ・・・

個別
計画 ・・・

個別
計画 ・・・

財政面・施設配置面
についての前提
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２．公共施設マネジメントの考え方 

改善方針（公共施設再編のアイデア）によるコスト削減、資産有効活用等に向けた改善計画の策

定・実施と、財政と連動した総合的視点に基づく保全計画を両輪として、あらゆる施策・手法を総

動員して課題改善へ向けた公共施設マネジメントを進めます。 

＜再編成を行う公共施設の優先順位の設定＞ 

再編成を行う公共施設の優先順位は、今後設定していくものですが、基準の設定にあたっては、

施設の老朽化などの物理的な状況や稼動状況及びコスト、今後の需要動向などを考慮、分析して決

定していくものとします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

長寿命化、整備レベルの見直

し、劣化状況診断等の実施に

より整備順位の設定とコストの

平準化を図る

長寿命化、整備レベルの見直

し、劣化状況診断等の実施に

より整備順位の設定とコストの

平準化を図る

施設データ

改善方針（公共施設再編のアイデア）

総合的視点に基づく保全計画

基本方針

学校施設
の有効活用

地域対応
機能見直し

地域単位
の見直し

■総量の圧縮・複合化・運営方式の
見直し等

公共施設マネジメントによる改善検討
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整備順位の設定とコストの平準化

①長寿命化検討（50年・60年・70年）

②対象施設の絞り込み

③劣化状況診断・実態把握を基に

・改修・修繕内容の明確化（絞り込み）

・詳細コストの算出

総合的な視点に基づく保全計画

④今後の【維 持管理ﾚﾍﾞﾙ】・

【整備ﾚﾍﾞ ﾙ】の見直し

⑤③を基に、用途ごとに類型化

・維持管理コストの削減

・修繕・改修コストの削減

改善①改善① 改善②改善②・実態把握
・今後の更新コスト試算

財政制約
ライン

複合化・廃止等による削減効果

公共施設再編計画

56.7億円/年

施設・機能
の見直し

運営の見直し

業務改善

ハード面の
効率化

他用途への転換

複合化・集約化・学校の多機能化

廃止・統廃合

民間活力等による効率化促進

保有形態の見直し

広域連携

ＩＴ 化

受益者負担の見直し

整備レベルの見直し

維持管理コストの削減

長寿命化

財源調達 遊休資産の外部利用

イメージ
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３．公共施設再編計画ロードマップ 

公共施設再編計画基本方針は、第３次鎌倉市総合計画次期基本計画の前提となる計画の一つとし

て位置付けますが、次期基本計画の前期実施計画の期間（平成 26～28 年度予定）である平成 26

年度に公共施設再編計画を策定します。 

再編計画ロードマップは、今後の公共施設の再編の工程を示したものです。ロードマップでは、

再編計画基本方針の考え方に基づき、分野別・地域別の具体的な公共施設の配置計画を定めるとと

もに、再編計画を促進するためのモデル事業、再編計画の枠組を形成する総合的保全計画、財政と

の連動、推進体制の項目を盛り込み、それぞれ密接に連動させながら、全体の実効性を高めていき

ます。 

再編計画全体を４０年間（平成 26～６５年度）の計画とし、これまでの積み残し分（本来必要

であった修繕等）を含む大規模修繕等の発生が見込まれる当初１２年間（平成２６～３７年度）を

第１フェーズ、多額の建て替え需要の発生が本格化する次の１２年間（平成３８～４９年度）を第

２フェーズとして、それぞれ３年毎の見直し及び１２年間毎の計画改定作業を行います。 

その後の建て替え需要の発生が継続する１６年間（平成５０～６５年度）を第３フェーズとして、

第２フェーズの取り組み状況及び財政状況・地域社会の状況変化等を踏まえて、再編計画の改定を

行います。 

再編計画、総合的保全計画については、前期実施計画期間である平成２６～２８年度の進行管理

及び必要に応じて見直しを行い、後期実施計画期間である平成２９～３１年度の検討・実施に反映

させ、以降、このサイクルを繰り返すこととします。 

また、再編計画の検討、進行にあたっては、基本方針の十分な認識の下、庁内連携及び住民合意

形成を図りながら実施します。 

 

 

ロードマップの項目は次のとおりで、現段階での全体概要については、次のページに掲載します。 

 

＜１再編計画・事業＞ 

まず再編計画の基本方針及び分野別・地域別の再編計画を策定します。さらに、この再編計画に

基づいた再編事業を検討・実施するとともに、再編事業の実施状況等を確認・評価し、再度、再編

計画の見直しを図っていきます。 

 

＜２モデル事業＞ 

課題・問題の重要性、緊急性等を踏まえ、２～３程度のモデル事業を設定し、再編計画の促進の

ための先導的事業として位置づけ、実行計画（施設計画、運営計画、事業手法等）の策定を行いま

す。さらに、事業を実施するとともに、その経験・ノウハウの蓄積及び共有を図り、再編計画全体

の促進に反映します。 

 

＜３総合的保全計画＞ 

維持保全システムのデータ等を利用しながら、想定された投資的経費に関する財政制約の中で、

公共施設の劣化状況や施設重要度等から、大規模改修や建て替えの優先度を設定することにより、

財政負担の平準化等を図ります。 
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＜４財政との連動＞ 

再編計画、総合的保全計画の策定に関し、改修・建て替えコスト試算や財政シミュレーション等

を通じて、必要に応じ財政面からの検証、位置づけを行います。財政面から再編計画の見直し作業

を行い、速やかに事業に反映していきます。 

 

＜５推進体制＞ 

今年度設置した公共施設再編計画策定委員会のもと、庁内検討会及び運営会議の内部検討組織の

充実を図り、庁内プロジェクトチームの設置等の検討と併せて、モデル事業の実行計画の検討等に

ついて庁内横断的な検討へとつなげていきます。再編計画及び総合的保全計画等の実施状況等につ

いて、進行管理を行い、外部検討組織のアドバイス等を受けつつ評価・改善を行うための体制を整

備し、再編計画等の着実な進展を図ります。 

 



計画期間：40年間 ２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度 ２７年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度 ３１年度 ３２年度 〜 ３７年度 ３８年度 〜 ４９年度 ５０年度 〜 ６５年度

中期

実施計画

第１フ ズ 第２フ ズ 第３フ ズ

総合計画
第２期基本計画

後期実施計画

次期基本計画

前期実施計画 後期実施計画

公共施設再編計画ロードマップ

白書・基本方針・再編計画策定
第１フェーズ 第２フェーズ 第３フェーズ

再編計画実施
再編計画

再編計画見直し・実施 再編計画見直し・実施 再編計画改訂・実施 再編計画見直し・実施

23年度 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 31年度

次期基本計画総
合

次期基本計画前期計画（28年度開始予定の前倒し）

次期基本計画
計
画 中期実施計画中期実施計画 後期実施計画後期実施計画 前期実施計画前期実施計画 後期実施計画後期実施計画

次期基本計画
策定作業

再編計画・ 再編計画の策定 分野別・地域別 再編計画の見直し 再編事業の実施

１ 基本方針を次期基本計画へ反映

再編計画
事業 白書作成 基本方針の策定

再編計画の策定
（分野別・地域別）

分野別・地域別
再編事業の検討

再編計画の見直し、再編事業の実施
（次期再編事業の検討、再計画のローリング）

• 策定委員会（外部）・ ・外部検討組織等による再編計画の見直しと実施• 白書データ 保全システムデータの更新 年度毎の施設状• 庁内PTによる分野別計画 地• 策定委員会（外部）
庁内検討会での検討

• 総量抑制・複合化等
の基本方針の策定

• 新規プロジェクトの取

外部検討組織等による再編計画の見直しと実施• 白書デ タ、保全システムデ タの更新、年度毎の施設状
況・コストパフォーマンス等の評価と改善度合いのチェック

• 28年度での再編計画・総合的保全計画の進捗状況、財政
面への効果の整理

庁内PTによる分野別計画、地

域住民を含めた地域別計画の
検討

• 策定委員会（外部）等による再
編計画の策定

モデル事 モデル事業の モデル事業の具体化

２

新規プロジェクトの取
り扱いの方針策定 先導的事業による

再編計画の促進

編計画の策定
• 効率的な運営方法の検討

モデル事業 総合的保全計画を枠組とした
再編計画の推進

モデル事
業の設定

モデル事業の
実行計画の策定

モデル事業の具体化
（事業計画作成、市民合意形成、事業実施）

• 重要性・緊急性等を踏
まえた先導的ﾓﾃﾞﾙ事

• 先導的モデル事業の実現、民間活力の活用等による財政負担
の平準化、ライフサイクルコストの削減

• 庁内PTによる実行計

画の検討 市民合意

再
総合的

維持保全ｼｽﾃﾑ 総合的保全計画の推進 総合的保全計画の見直し

３

まえた先導的ﾓﾃ ﾙ事
業の検討・設定（複合
化ﾓﾃﾞﾙ等）

画の検討、市民合意
形成の実施

総合的保全計画

庁内ＰＴによる検討

編

計

総合的
保全計画

維持保全ｼｽﾃﾑ
稼働・ﾃﾞｰﾀ入力

総合的保全計画の推進
（大規模修繕・建替の優先順位付け、計画的実施）

総合的保全計画の見直し
（再編計画の実施状況、財政・人口等の状況変化の反映）

• データ入力、安定的、
実効的な稼働、運営

• 総合的保全計画を枠組みとした再編計画の策定（26年度）や再編

計画の見直し、修繕等施設保全の財政制約に基づいた計画的な
• 外部検討組織等による総合的保全計画の見直しと実施

総合的保全計画
検証

• 保全優先度、整備レ
ベルの設定、投資的

画
財政面からの検討 財政面からの検討４

実効的な稼働、運営
の実現

計画の見直し、修繕等施設保全の財政制約に基づいた計画的な
実施

• 保全計画の進捗、財政状況の変化等についての整理（28年度）

ベルの設定、投資的
経費水準の検討

• 総合的保全計画の
策定、庁内合意形成

財政
との連動

財政面からの再編計画・総合的保全計画の見直し
（再編計画の実施状況、財政状況の変化等の反映）

財政面からの再編計画・保全計画の
検証・位置づけ

（ｺｽﾄ試算、財政ｼﾐｭﾚｰｼｮﾝ）

再編計画・総合的保全計画の予算編成への反映、
財政面からの再編計画等の評価

庁内外の体制整備による計画推進５

• 総合的保全計画に対する予算編成への反映、財政面からの再
編計画等の評価

• ２８年度までの実施状況等を踏まえ、財政面からの再編計画の
見直し作業を実施、速やかに２９年度以降の事業に反映。

• 再編計画、保全計画の策定に関し、改修、建て
替えコスト試算・財政シミュレーション等を通じて、
財政面からの検証、位置づけ

推進体制

委員会等設置、
庁内共通認識醸成

庁内連携、市民
合意形成体制構築

庁内体制及び市民合意形成体制の整備による
再編計画・市民合意形成の推進

体 備 推

• 策定委員会（外部）等 • 庁内検討組織の充実、

公共施設再編

推進担当設置

策定委員会（外部）等
の設置による再編計画
基本方針のとりまとめ

• 庁内連携による再編計
画の検討、庁内共通認

庁 検討組織 充実、
庁内PTの設置、モデ

ル事業の実行計画の
庁内横断的検討、総
合的保全計画の庁内

• 庁内体制の整備、再編計画の実施、市民合意形成の推進

再編計画及び総合的保全計画等の実施状況等について 進行管理を行い 外部検討組織のアドバイス等を受けつつ識の醸成、市民合意形
成への取り組み開始

横断組織形成

• 市民合意形成の各施
策の実施

• 再編計画及び総合的保全計画等の実施状況等について、進行管理を行い、外部検討組織のアドバイス等を受けつつ
評価・改善を行うための体制を整備し、再編計画等の着実な進展を図る。

25
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次年度以降の具体的な公共施設再編計画策定へ向けて、公共施設白書でまとめた実態データをも

とに、モデルパターンの基本手法を整理し、市全体の検討案として改善方針のまとめ及び主なモデ

ルパターンを例示し、今後の分野別・地域別の検討へつなげます。 

 

１．モデルパターンの基本手法 

公共施設白書で整理した財産の有効活用に関する検討項目に基づき、改善検討の基礎と

なる考え方を５つの観点で再整理し、観点ごとにモデルパターンの基本手法、その効果項

目及び事例をまとめました。次年度以降は、これらの観点に基づいて、項目を複数組み合

わせ、それぞれの用途・地域に適した改善案を検討していきます。 

 

 

モデルパターン基本手法 

効 果 

事例 床
面
積

施
設

コ
ス
ト

運
営

コ
ス
ト

施設・機能の見直し 他用途への転換  低利用施設の機能転換 

 各部門横断的利用の促進 ○ ○ ○ 
  

 複合化・集約化 

学校の多機能化 

 低利用施設、単独施設の集

約化、多機能化 

 学校会議室、民間会議室等

類似機能の集約化、共用化

 学校余裕教室の多目的利

用 

○ ○ ○ 

 余裕教室に民間保

育園や放課後ｷｯｽﾞ

ｸﾗﾌﾞを設置（神奈川

県横浜市） 

 学校建替時に公民

館等集約化（神奈

川県秦野市） 

 廃止・統廃合  老朽化施設、低利用施設の

単純廃止 

 単独施設の統廃合 
○ ○ ○ 

 学校施設の統廃合

（北区等） 

  

運営の見直し 民間活力等による 

効率化促進 

 窓口サービスの民営化 

 保育園の民営化 

 図書館の一部業務委託 

 施設運営の外部化（指定管

理者制度等） 

 PFI 

－ △ ○ 

 図書館の窓口対応

等 一 部 業 務 委 託

（東京都杉並区、東

京都府中市他） 

 市立図書館の運営

をツタヤ運営会社

に委託（佐賀県武

雄市） 

 保有形態の見直し  市営住宅の借上げ 

 民間施設（ホール・会議室

等）の賃貸借 

 民間スポーツクラブ等の利

用助成 

 集会施設等の地域移譲 

○ ○ △ 

  

 広域連携  周辺自治体等との相互補

完、相互利用 

 市民ホール・大型スポーツ

施設等の共同運用（役割分

担） 

 図書館の共同運用 

△ △ △ 

  

業務改善 ＩＴ化  図書館ネットワークシステム

の充実 

 データの一元管理、運用 
－ － ○ 

  

 受益者負担の見直し  受益者負担の見直し（施設

レベルに応じた設定、市外/

市内による設定等） 
－ － ○ 

  

Ⅴ．公共施設再編計画策定へ向けて 

図表 モデルパターンの基本手法 

※ 

※ 
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ハード面の効率化 整備レベルの見直し  建物整備レベルの見直し 

 設計施工一貫方式（デザイ

ンビルド方式）等新築コスト

の低減 

 財政制約に基づく施設更新

の優先順位付け 

－ ○ － 

 劣化状況や施設重

要度等から財政制

約に基づく優先順

位付け（東京都立

川市） 

 維持管理ｺｽﾄの削減  清掃・警備等一括発注 

 更新サイクルの設定 － ○ △ 
 

 長寿命化  建て替え、大規模改修内容

等の設定 

 高 効 率 器 具 等 へ の 交 換

（LED 化、ESCO 事業） 

－ ○ △ 

 建て替え更新時期

を 60 年から 80 年に

長寿命化（愛知県

名古屋市） 

財源調達 遊休資産の外部利用  遊休資産（寄付用地等）の

売却、賃貸借 ○ ○ △ 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

※指定管理者制度：従来、自治体や外郭団体に制限されていた一部の公共施設の管理運営に、株式会社やＮＰＯといった民間事業者

も参入できる制度。鎌倉市ではレイウェル・鎌倉、鎌倉芸術館などの施設に導入している。 
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２．主なモデルパターンの例示 

 モデルパターンの基本手法を複数組み合わせ、改善方針と連動した主なモデルパターン例を示し

ます。次年度以降、この様なモデルパターンをもとにしながら具体的な分野別・地域別の再編計画

検討を行います。 

 

モデルパターン①：集会機能の集約化 

類似機能の集約化による施設の統合・廃止と運営コストの削減 

○ 老朽化が進行している集会施設は、周辺の類似施設との集約化・共用化により総量の縮減と

維持管理コストを含む運営経費のコスト削減を図る。 

○ 民間会議室の活用など保有形態の見直しや学校会議室との共用化による効率化を図る。 

 

 

 

余剰資産の有効活用のイメージ 

 老朽化した低利用の施設は、周辺状況を含めた施設・機能の必要性を検証し、必要性が低い

と判断された施設を廃止又は類似機能の集約化等を図り、売却等により、他の公共施設整備

の事業費充てる。 

 

 

他の公共
施設整備売却等

施設廃止

地
域
対
応
施
設

広
域
対
応

学習
センター

文化施
設等

支所

図書館

集会施設

小学校

中学校

類似機能
の集約化

類似機能
の集約化

類似機能
の集約化

類似機能
の集約化

A地域 B地域 C地域 D地域 E地域

学校会議室等
との共用化

学校会議室等
との共用化
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モデルパターン②：図書館 

学校図書室等類似機能の共用化、ネットワークシステム等ＩＴ化による業務改善 

○ 学校図書室等類似機能との共用化や他機能との複合化、配置のあり方等を含め、図書館のあ

り方を検討する。 

○ 学校図書室を含めてネットワーク化し、ＩＴ化等による効率化を促進する。 

 

 

モデルパターン③：スポーツ機能 

企業のスポーツ施設等の活用等保有形態の見直し、類似機能の共用化 

○ 民間施設と重複する機能（グランド・プール等）は、企業のスポーツ施設等の活用等保有形

態の見直しにより、総量の縮減と維持管理コストを含む運営経費のコスト削減を図る。 

○ 老朽化している体育館、武道館、プール等は、学校施設との共用化、学校開放サービスの拡

充や学校テニスコートの開放により、スポーツ機能を維持しながら総量縮減を図る。 

 

 

地
域
対
応
施
設

学習
センター

支所

図書館

小学校

中学校

A地域 B地域 C地域 D地域 E地域

ﾈｯﾄﾜｰｸ化による
効率化・共用化

ﾈｯﾄﾜｰｸ化による
効率化・共用化

図書館のあり方
の見直し

図書館のあり方
の見直し

グランド
（ﾃﾆｽ・野球）

小学校

体育館・
武道館

中学校地
域
対
応
施
設

広
域
対
応
施
設

プール

民
間

グランド

ｽﾎﾟｰﾂｸﾗﾌﾞ
（ﾌﾟｰﾙ）

ﾃﾆｽｺｰﾄ

A地域 B地域 C地域 D地域 E地域

プールの
共用化

プールの
共用化

学校体育館
との共用化

学校体育館
との共用化

民間施設
利用による
廃止

民間施設
利用による
廃止
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モデルパターン④：学校施設 

学校の多機能化による効率化、学校体育館・図書館等の共用化 

○ 学校施設の余裕教室等を活用して、老人施設、子育て支援機能等を導入し、多機能化による

効率化を図る。 

○ 学校体育館や図書館等は、市民利用施設も勘案した施設配置として、社会教育施設との共用

化による総量の縮減等の効率化を図る。 

 

 
 

複合化、学校の多機能化 

 小学校・中学校の余裕教室の活用や学校施設の建て替えの際には、他公共施設との複合化・

共用化を前提とした施設配置とするなど、機能の複合化を図る。 

 

 

 

学校施設

施設廃止 用途転換又は

機能

機能

機能

学校施設の 
多機能化 

子どもの家 

学習センター 

地域体育館 

小学校

中学校

地
域
対
応
施
設

図書館

子どもの
家

子ども会
館

学習ｾﾝﾀｰ

老人福祉
ｾﾝﾀｰ

学校図書館
との共用化

学校図書館
との共用化

学校の
多機能化

学校の
多機能化

余裕教室の活用余裕教室の活用

A地域 B地域 C地域 D地域 E地域
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モデルパターン⑤：子ども会館・子どもの家 

単独施設の統合化・他用途との複合化、運営の外部化等による運営面の効率化 

○ 学校施設や学習センター等他の公共施設との複合化により現在の配置のあり方を見直す。 

○ 他の関連事業も含めて集約化・合同化による効率化を図る。 

○ 業務委託や民設民営など運営の外部化による運営面の効率化を図る。 

 

 

 

他用途への転換 

 低利用施設の機能を施設から分離し、廃止又は学校や学習センター等の他施設へ複合化す

る。空いたスペースには地域ニーズ等の高い機能を導入して、施設の有効活用を図る。 

 

 

 

低利用

別機能

低利用機能は廃止、又は 
他施設へ集約化 

ニーズのある別機能を導入、
施設の用途転換 

地
域
対
応
施
設

小学校

中学校

子どもの
家

子ども会
館

学習ｾﾝﾀｰ

小学校

中学校

子どもの
家

子ども会
館

学習ｾﾝﾀｰ

A地域 B地域 C地域 D地域 E地域

学習センターとの
複合化

学習センターとの
複合化

学校の余裕教室活用
等複合化

学校の余裕教室活用
等複合化
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モデルパターン⑥：広域連携 

全市利用を対象とした広域対応施設の広域連携の促進による効率化 

○ 全市利用を対象とした文化会館やスポーツ施設等の広域対応施設は、近隣市との広域連携に

より、事業の分担実施や保有機能の分担等により効率化を図る。 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

広
域
対
応
施
設

グランド
（ﾃﾆｽ・野球）

体育館・
武道館

プール

近
隣
市

共同運用により
運営面の効率化

共同運用により
運営面の効率化

ｽﾎﾟｰﾂ施設

文化ﾎｰﾙ等

文化会館等

実施事業の分担等
共同運用の促進

実施事業の分担等
共同運用の促進



・・・津波浸水エリア内３．本市の保有する施設の配置状況

本市の公共施設（建築物）の配置状況を、縦軸に用途、横軸に地域とし、総合的に整理しています。用途ごと・地域ごとの観点だけでなく、全市的視点から
が分野横断的に再編や様々な改善検討を行っていく必要があります。また、次のページには近隣市保有施設を含む主要な公共施設の配置図を掲載しています。

広域連携
• 将来的な事業展開、
施設運営を含めた広
域連携検討 等域連携検討 等

図書館の見直し
• 図書館のあり方検討

類似施設の活用
• 企業施設の活用

• 学校の図書室の共用化 等
企業施設の活用

• 共同運用、共同利用 等

集会機能の見直し
• 民間会議室の活用

窓口業務の効率化・見直し
• 駅ビルやｺﾝﾋﾞﾆ等での交付
• 窓口ｻｰﾋﾞｽの民営化 等

学校の多機能化
・子どもの家、老人福祉施設、集会施設
等の複合化 民間会議室の活用

• 学校会議室の活用 等
等の複合化

・余裕教室の活用 等

学校体育館・図書館等の共用化

保育園のあり方
• 拠点園５園も含めた民営拠点園 園も含 民営
化の考え方を検討 等

子ども会館・子どもの家
他施設 の複合化などのあり方の• 他施設への複合化などのあり方の
検討（学校・学習センター等）

• 民営化（業務委託、民設民営） 等
33



主要公共施設配置図（近隣市保有施設含む）
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